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1． はじめに 

ある地域における経済の活性化や発展に寄与す

る政策（市政）の提案は、人口構造、財政、産業

の空洞化など様々な制約を抱えている地域に有

益な影響を与えるという意味で重要である。特に

大学コンソーシアム八王子学生発表会のように

自由な発想で実現可能性のあるアイデアを募る

ことは、新規性があり重要な意味をもつ。しかし、

一方で様々な政策や、アイデアを施行することが

地域経済全体にもたらす経済効果について客観

的な分析が足りない場合が多い。それぞれの地域

にはその地域特有の経済構造があり、産業間のつ

ながりも地域ごとに大きく異なる。例えば同じレ

ベルの新規需要が生じたときに、それがもたらす

影響は地域によって大きく異なる。別な言い方を

すれば、地域経済の特性と構造を理解せずに、新

規性や断片的な実現可能性に注目するだけでは

不充分であるということである。本稿は産業連関

表の WEB を介した公表と活用の推進を提案する。

産業連関表は、地域経済の規模や、構造を把握す

るのに最も優れたマクロ経済統計である。それを

用いた産業連関分析は、新規需要の創出が地域経

済全体にどのような経済波及効果を創出し、新規

の雇用を生むかといった効果を数値的に測定が

できる重要な加工統計である。 

2 市町村地域産業連関表の必要性 

日本は世界で最も産業連関表の整備が進んでい

る国であり、国はもとより都道府県、政令指定都

市レベルでも産業連関表が定期的に試算され、そ

の産業連関表を用いて経済波及効果を測ること

が可能となっている。政府、民間が策定した施策

がもたらす経済波及効果を実施前に測定するこ

とは、多くの制約をもつ地域経済にとって重要な

選択の羅針盤となる。2012 年 2 月、我が国の全

産業分野における事業所及び企業の経済活動の

実態を全国及び地域別に明らかにするため、「経

済センサス‐活動調査」が平成 23 年を対象年次

として開始され、全産業をカバーする一次統計の

情報の整備が進んだ。（内閣府 2017）それを受け

て、法政大学日本統計研究所（2019）が、2014 年

から全市区町村の産業連関表推計に着手し、本研

究所から希望する自治体への提供を開始した。 

産業連関表を一から作り上げるには，「11 省庁の

共同事業」という言葉が象徴するように，多大な

ヒトやカネそして時問が必要となる。そうした制

約状況から市町村地域産業連関表の作成では簡

便法が多くの場合用いられる。それは地域の特性

を反映した分割指標を使用し、基礎となる国や都

道府県の産業連関表を分割し、市町村地域産業連

関法を作成する方法である。この方法の利点は，

なによりも全国の市町村で応用可能な方法であ

るということである。市町村地域産業連関表の作

成は大きく分けて以下の①‐④の手順に従って

推計される。（本田豊・中澤純治、2000） 

① 産業別市内生産額の推計 

② 投入額（中間投入・祖付加価値の推計） 

③ 産出額（中間需要 最終需要）の推計 

④ 投入・算出のバランス調整 



新規需要の項目が細分化できれば、より正確な波

及効果の分析に対応することができる。八王子市

の場合、産業連関表の作成が既に行われており

「たましん地域経済研究所」が 2017 年に八王子

市産業連関作成支援等業務に携わった。しかし、

八王子市役所産業振興推進課に確認したところ、

当該産業連関表は公開されておらず、他の自治体

が公開しているような測定ツール等も存在して

いない。市レベルでの産業連関表の整備が進んだ

地域として阪神大震災を経験した兵庫県 40 市町

産業連関表推計データなどが挙げられる（芦屋、

2018）。それぞれの市レベルでの社会経済構造に

準拠した産業連関表の整備と、そこから導き出さ

れる波及効果の測定は重要な役割をなす。また地

方創生推進事業として地方自治体における地域

経済循環分析用のデータの整備の普及と促進が

重要な知的基盤として位置付けられている。こう

した流れは地方創生を推進するという角度から

も今後更に重要さが増してくるといえる。 

3.八王子市で応用可能な分析事例 

産業連関分析は新規需要の効果を測定するもの

のため、市外からの観光客や学生がもたらす効果

を測定することができる。仮に 108 部門の八王子

市産業連関表を入手できた場合①八王子祭りや

高尾山観光などで市外から来訪した観光客のも

たらす経済波及効果、②高尾山登山者を対象とし

た宿泊施設建設の建設がもたらす地元産業への

経済波及効果、③市外から八王子市内に在住する

大学生、留学生がもたらす経済波及効果などが測

定できる。またこれまで本大会で発表されたグラ

ンピングによる八王子観光などのコンソーシア

ム八王子学生発表会の過去事例も、産業連関表を

用いることで、より現実味のある施策提案とする

ことができる。よって八王子市が日本統計研究所

から 108 部門産業連関表を入手し、八王子市役所

の WEB を介して産業連関表、経済波及効果分析ツ

ール及び操作マニュアル等を作成、公表すること

を提案する。 

4.まとめ 

本稿では地域経済の発展に寄与する様々な政策

や、アイデアの実質的なインパクトを測るために

は地域経済の特性や構造を反映した産業連関表

と、それを活用した経済波及効果分析が重要な役

割を果たすこと、特に市町村レベルにおける整備

の重要性を明らかにした。現在八王子市に産業連

関表は存在しているが、一般に公開した形にはな

っておらず、他の政令指定都市や地方自治体が実

施しているような推計シートを公開し、提案され

るアイデアが八王子市にどのようなインパクト

を与えるかを手軽に測定できる仕組みを八王子

市の統計課を中心に整備していく必要があるこ

とを提案した。見た目は新規性があっても域内で

自給できず移入に依存するものであれば経済波

及効果は低い。一方一見地味なプロジェクトであ

っても、地域の産業につながりが深い場合経済波

及効果は大きくなる。本大会で提案されるような

様々なアイデアの実現可能性を高めるための一

つのアプローチとして活用されることを望む。 
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